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新技術、新産業の
創出に向けて
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今年春の石川県産業創出支援機構の設立を機に、
産学官連携の気運が盛り上がりを見せています。
新技術や新産業を育てる土壌となるのは、

産学官の交流会や共同研究会、共同研究プロジェクトであり、
そのコーディネートは支援機構にとっても大変重要な仕事です。

21世紀を見据えて走り出した産学官の
トライアングルの現状とその可能性を探ります。

産・学・官による

交流や共同研究がスタート

産学官の連携が今、声高に叫ばれる

ようになっている。

連携の仕組みは従来からもあるもの

なのだが、環境、福祉、バイオに代表さ

れる、21世紀に成長が有望視される市

場において、業種横断的な技術の開発

が求められているからだ。同時に、企

業単独ではなかなか解決の難しい高い

専門性も必要であり、それぞれの分野

で豊富な研究データや経験、技術を持

った大学など高等教育機関、公設試験

研究機関との連携が不可欠となってい

る。

そこで支援機構では、石川県内の高

等教育機関、公設試験研究機関をはじ

め、県外、海外の技術移転機関等とも

広く連携して、さまざまな交流の場を設

け、企業と研究者、技術者の人的交流を

促進する一方、種々の産学官共同の研究

会や調査会をつくって、開発テーマの検

討や課題解決の具体的な研究をスタートさ

せている。

これまでの産官学の連携では、人と

人の出会い、企業側の技術ニーズと研

究者からの情報発信がなかなかマッチ

しなかった。「お見合い」を成功させる仲

人役が不在で、お互いを知り合う交流の

機会も少なかったのだ。

支援機構は、双方の仲人役として、

まず交流の活発化に力を入れ、q交流 w

開発テーマへの参加 e商品化、といった

流れで、連携による成果を導こうとし

ている。

商品化に至っている

バリアフリー機器等開発研究調査会

北陸共同研究交流会は、支援機構が

関わる交流会の中でも古いもので、県

内の工業大学・高専、産業・経済関係団

体、国・石川県による会合が、平成8年

から年4回開かれ、特に大学を中心とし

た関係者間のパイプづくりに力点が置

かれている。

また、情報交換や人と人のネットワ

ークづくりを主眼に置く交流会を第1ス

テップとするなら、第2ステップとして、

抽出した開発テーマに関し、産学官が

具体的な調査や研究を共同で行う研究

会も複数立ち上げられている。

福祉、バイオ、脳科学、環境といっ

た分野で研究会が開催されており、と

りわけ福祉分野の「石川県バリアフリ
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産学官
トライアングル

産学官 T R I A N G L E

トライアングル

９月28日に辰口町にある
石川ハイテク交流センターで開かれた
大学連携型産業科学技術研究開発プロジェクト
「Cat－CVD法による半導体デバイス製造プロセス」の
公開シンポジウム。地元を含め、
全国から150人近い半導体製造に関わる
技術者や関係者が集まった。

T R I A N G L E
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民間企業の研究員を支援機構から

北陸先端科技大へ派遣し共同研究

大学連携型産業科学技術研究開発プロジェクト
「Cat－CVD法による半導体デバイス製造プロセス」
は、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
から支援機構が委託を受け、Cat－CVD法と呼ばれる
半導体用の新しい薄膜形成法を確立し、広く社会に
還元することを目的に、平成13年までの予定で推進
している。
支援機構では、8つの民間企業、及び県工業試験場
との間で研究員派遣契約を結び、これらの企業等の
研究員を北陸先端科技大に派遣。プロジェクトリー
ダーである同大の松村英樹教授の指導の下、Cat－
CVD法の研究開発に一体となって取り組んでいる。
去る9月28日には、辰口町にある石川ハイテク交流
センターで、その中間の成果を発表する公開シンポ
ジウムが開かれ、全国から集まった約150人の技術者
らから各研究員の発表に熱い視線が向けられていた。

「産」の力を活用し、
実用化、企業化促進する
産学官共同研究プロジェク

支援機構では、国や石川県からの委託を受けて、企業、
大学、公設試験研究機関などで構成する種々の共同研究
体を設け、その事業の中で地域の活性化に役立つ具体的
な研究を産学官連携で進めています。支援機構の取り組
む産学官共同研究プロジェクトを紹介します。

Cat－CVD装置

新製品・新技術開発関係の
補助金制度

■研究開発助成金
県内中小企業が行う新製品・新技術等の
研究開発事業に交付する助成金です。

［対　　　象］ 石川県産業科学技術振興
指針に定める重点技術分
野に関する開発事業

［助成限度額］ 200万円以内
［補　助　率］ 助成対象経費の1／2以内

■産業技術等研究開発補助金
県内中小企業が行う①自社製品の高付加
価値化 ②加工技術の高度化③新規産業分
野への進出・参入④新規産業分野・市場
分野の開拓－などのための新製品、新技
術の研究開発を支援する補助金です。

■重点技術分野枠
［対　　　象］ 石川県産業科学技術振興

指針に定める重点技術分
野に関する開発事業

［補　助　額］ 200万～500万円以内
［補　助　率］ 補助対象経費の2／3以内

■一般技術枠
［対　　　象］ 石川県産業科学技術振興

指針に定める重点技術分
野以外の分野に関する開
発事業

［補　助　額］ 200万～400万円以内
［補　助　率］ 補助対象経費の1／2以内

■創造技術枠
［対　　　象］ 「中小企業創造活動促進

法」による知事の認定を
受けた企業で、その研究
開発等の事業計画に基づ
き、著しい新規性を有す
る新製品・新技術の研究
開発

［補　助　額］ 200万～3,000万円以内
［補　助　率］ 補助対象経費の2／3以内

※石川県産業科学技術振興指針に定めら
れた重点技術分野は以下の７つです。

新製造技術分野／生活関連分野／情報
通信分野／環境関連分野／医療福祉分
野／新素材分野／バイオ分野

■新産業開拓
産学共同研究開発費補助金

これまで石川県にない新産業の開拓につ
ながることが期待される産学（官）共同研
究グループの研究開発を支援するための
補助金です。

［対　　　象］ 県内中小企業を中心とし
た産学（官）共同研究グ
ループ

［補　助　額］ 3,000万円以内（3年間）
［補　助　率］ 補助対象経費の2／3以内

（大企業は1／2以内）

ー機器等開発研究調査会」は、平成9年2

月の設立から3年近く経っていることも

あって、第3ステップと言える商品化に

もこぎつけ、既に13の商品を市場に送

り出している。

また、バイオ、脳科学は、現在のと

ころ、参加する研究者らが研究の進め

方などについて意見交換する検討会の

段階だ。環境も、この10月に第1回のセ

ミナーを開いたところで、参加者の交

流の促進が当面のテーマとなっている。

福祉はもちろんのこと、それぞれの

分野における共同研究が近い将来、石

川ブランドの新製品のかたちで結実す

ることを期待したい。

受託研究制度による

「産・学」、「産・官」の連携

新技術、新産業創出のための連携は、

「産学官」だけとは限らない。「産学」

「産官」といった形で連携した研究は、

以前から行われており、企業が大学や

公設試験研究機関など外部の頭脳に指

導や協力を依頼する受託研究は今後も

研究開発の主要なスキームとなろう。

受託研究は、人材、設備等の研究開

発資源に恵まれない中小・零細企業に

とっては、費用のみの負担で課題の解

決を図ることが可能となるものであり、

メリットは大きい。

金沢大学、金沢美術工芸大学、石川高

専、金沢工業大学をはじめとする県内の

高等教育機関が受託研究を行っており、

県関係の試験研究機関では県工業試験場

が企業の心強いパートナーとなっている。

資金面で中小企業の

技術開発をバックアップ

中小企業の新しい技術開発や新分野

進出で、ネックになるものの一つが資

金調達である。石川県では、新製品や

新技術の開発にあたり必要となる原材

料や資機材の購入、販路開拓にかかる

経費などに対する補助金制度を用意し

ており、支援機構がそうした補助金メ

ニューの紹介や申請に関する相談を行

っている。

また、創造

的中小企業

を支援する

ため、株式や

社債を民間ベンチ
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■豊かさ創造研究開発プロジェクト推進事業のスキーム

国内外の最新福祉機器を展示する「バリ
アフリー機器展石川'99」が去る10月22日
から3日間、県産業展示館で開催された。
平成9年に次ぐ開催で、車いすや介護用ベ
ッド、階段昇降機など、高齢者や障害を
持つ人の生活を支援するさまざまな福祉
機器が展示された。同展には、石川県バ
リアフリー機器等開発研究調査会に参加
する企業の製品も展示された

環境・医療・福祉分野の課題解決を図りながら、

新産業の創出にも寄与する技術の開発を産学官が

共同して行う研究テーマを公募し、採択したプロジェクトを支援

支援機構では、今年度から地域における社会的な課題の解決と新産業の創出を目指す
研究プロジェクトを支援する「地域産学官連携　豊かさ創造研究開発プロジェクト推進
事業」をスタートさせた。
豊かさ創造研究開発プロジェクトは石川県が全国でも先導的に実施する独自の事業で
ある。公募により決定された（県内中小）企業、大学、公設試験研究機関等からなる共
同研究体の研究開発プロジェクトについて3年を限度に最高1億円までの範囲で県が経費
を負担することにより、県民生活の質の向上、新産業の創出に向けた基幹となる技術の
開発を強力に推進することとしている。
今年度は、環境関連技術分野と医療福祉関連技術分野の研究テーマが募集され、1プロ
ジェクトが採用となっている。
同事業では、県内中小企業1社と県内大学1校をグループ内に含むことを条件としてお
り、県内での技術力のすそ野の広がりを意図する、同プロジェクトの主旨がうかがえる。

地域の研究ニーズと企業等のニーズとのマッチングを図りながら、

研究開発機能の強化と新産業の創出を推進

RSP＝地域研究開発促進拠点支援事業は、地域における科学技術振興と新技術・新産
業の創出を促進するため、科学技術庁と科学技術振興事業団が創設した制度である。
平成9年度に石川県が事業の実施地域に選定され、現在は支援機構を拠点に、産学官連
携で地域の研究シーズの産業化に向けていくつかの事業を展開している。
その中身は、県内の大学や企業のシーズ・ニーズ調査、研究会、要素技術調査、可能
性試験、新技術説明会となっており、平成11年度は、産学官交流ゼミナールや新技術創
出研究会、新技術フォーラムの開催のほか、10個の技術テーマに関し本格的な研究開発
が可能かどうかを探る可能性試験を県内の大学、企業、そして県工業試験場で実施して
いる。

地方での新技術誕生とそれによる

地場産業の活性化を目指す

エムテック石川は、支援機構が科学技術庁より委託
を受けて、県内の企業、大学、公設試験研究機関に再
委託して行う、地域先導型研究プロジェクトである。
平成11年度から3年間の予定で「地域産業の発展に
寄与する電磁波技術に関する研究」を行うこととして
おり、県内外11の企業、大学、国・公設の試験研究機
関が電磁波を「防ぐ」、「計測する」、「利用する」こと
に関する14のテーマを分担し、既に研究に取り組んで
いる。
電磁波の遮断や利用、計測に関する基礎研究の蓄積
は、将来の新技術の誕生や地場産業の活性化にも寄与
するものと期待されている。

大学連携型産業科学技術研究開発プロジェク
ト

地域先導型研究プロジェクト
エムテック石川

地域研究開発促進拠点支援事業 RSP

地域産学官連携
豊かさ創造研究開発プロジェクト推進事業

1

2

7

3・5・8

4・6

9

1 2 3 4 5 6 7 8 9

●各種研究会（石川県バリアフリー機器
等開発研究調査会など）へ参加をご希望
の方は、県産業創出支援機構までご連
絡、お問い合わせください。
TEL 076-267-1001／FAX  076-268-4911
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「学」「官」との連携で

開発ノウハウの不足を補う

環境装置、省力化機械、農業施設

用設備機械の製造を手掛ける明和工

業では、「学」「官」の力を有効に生

かして農薬検知システムを開発し、

現在、来年春の商品化を目指して各

種データの入力作業を行っていると

ころだ。

同社では、農業廃液の処理装置を

主力商品としており、農薬が十分に

処理されているかどうか、連続的に

明示するシステムを付属させれば、

他社製品との差別化が図れるとの分

析に基づき、平成9年夏から農薬検知

システムの開発をスタートさせた。

明和工業には、センサーを自社で

独自開発できるノウハウがなかった

ものの、北野滋社長をはじめ、社員

に金沢大学工学部の卒業生が多いこ

とを頼りに、「分離混合プロセス」を

専門にする同学部の清水宜明教授と

の共同研究にこぎつけた。清水教授

には、分子レベルの異状をキャッチ

するセンサーの研究開発の指導を依

頼するとともに、県工業試験場にも、

協力を仰いだ。同試験場は、採取し

たサンプルから農薬などををろ過さ

せるセンサー先端部の半透膜を、耐

久性や強度に優れたセラミック製に

置き換えることが可能かどうか、研

究を担当した。

自社単独では実現しえない、

ロスの少ない開発が可能

セラミックについては、期待した

ほどの性能を実現できず、採用は見

送られたが、開発から約2年後、高い

検知能力を備えたセンサーの試作機

を完成させることができた。

現在、試作機は、県工業試験場に

持ち込まれ、検知対象となる種々の

農薬のデータをインプットして実際

に分析が可能か、誤差がないかテス

トを続けている。

「自社単独での開発作業では、くだら

ない失敗や試行錯誤を繰り返して、

開発に時間がかかり過ぎていた。専

門技術のある方と研究開発を進めら

れるというのは、いろんな面でロス

が少なくてすむ。一方で社会のニー

ズはわれわれの方がよく理解してい

るということも分かり、こちらから

も大学や試験場に情報を発信してい

きたい」と、北野社長は振り返る。

開発に携わった女性スタッフも

「大学や試験場の方との定期的な打ち

合わせの中で、学ぶことも多かった」

と話し、「学」や「官」との連携に手

応えを感じているようだ。

「産」と「学」が違うベクトルを

保ちながら密に連携することが重要

従来、「学」は「産」と一線を画する

ことを自らよしとし、「産」とは離れた

存在だった。

ところが近年、科学の急速な進展とと

もに、実験室の成果が翌日には商品化さ

れる時代がやって来た。科学に取り組む

ことが産業の発展に貢献できるという発

想の転換が可能となったのだ。

そこで「学」に期待される役割も大き

くなっている。国立大学の独立法人化が

検討されている折でもあり、「学」も

「産」との関係を見直さざるを得ない環

境変化が少しずつ進んでいる。

ただし、本末転倒になってはいけない。

「産」のためにという意識付けが強くな

ると「学」が自立性を失い、弱体化して

しまう。違うベクトルを保ちながら密に

連携することが大切だ。

ひとつ注文を付け加えるなら、「学」

には「産」に対する情報の発信やアプロ

ーチの面で迫力がほしい。

地方分権が時代の流れとなっている中

で、大型プロジェクトが地方でも行われ

るようになっている。石川県は、高専ま

で含めると「学」の集積度が高く、そう

した事業の推進や研究を連続的に取り組

める素地が備わっている。

そこに、「官」すなわち支援機構に期

待される役割がある。

中小企業ほど大学の頭脳を

必要としており、

産学官連携への期待は大きい

石川県鉄工機電協会には多くの中小企

業が加盟しているが、「大学は敷居が高

い」というのが中小企業からの率直な感

想だ。

規模の大きい企業でも、産学連携とい

うと、社員の母校との個人的なコネクシ

ョンを糸口に進められるケースがこれま

でほとんどだった。

研究開発に人を割けない中小企業ほ

ど、大学の頭脳を必要としているわけで、

本県での支援機構をコーディネート役と

する産学官連携に寄せられる期待は大き

い。

実は昭和56年から、石川、富山、福井3

県の機械メーカーと各県の理工系大学・

学部の研究者が集まって、HISCAと呼ば

れる産学連携の組織をつくっている。

そこでの経験から言って、産学官連携

が、次々と実を結ぶようになるにはやは

り時間がかかると思う。

初対面の人間が集まり、お互いが何を

作り、何を研究しているかを的確に知り

合うのは難しい。肩ひじ張らない交流で、

まず面識を得ることが大切だ。最近は

「学」も意識変化していて、自分以外の

他の専門家をいろいろと紹介してくれよ

うになっている。

HISCAも設立から16年が経ち、年の経

過とともに活気あるいい雰囲気が生まれ

てきている。支援機構でも10年から20年

というロングレンジで土壌づくりを図

り、芽が出るのを気長に待つ心構えが一

方では必要だろう。

強い使命感と緊張感を持って、

新産業の創出に知恵と努力を

「官」＝支援機構の役割はその持てる

知識やノウハウ、公的ポジションをフル

に活用して、「産」と「学」を結び付け

ることにある。「学」が主体的に産業界

の悩みを聞いたり、指導したりするのに

は無理があり、「官」がコーディネータ

ーとしての役割を十分に発揮しないと、

石川県に新しい産業は生まれず、経済も

活性化しない。

だから、支援機構のスタッフはもちろ

ん、彼らをバックアップする県庁職員に

も、強い使命感と緊張感を持って日々の

職務にあたれと指示している。

とりわけ、支援機構は前例のない新し

い組織であり、スタッフには熱い思いを

持って仕事面で前進してもらいたい。

例えば、機構の運営そのものに民間的

な発想があってもいいだろう。無論、舞

台づくりが本来の職務であり、舞台に上

がってダンサーとなってはいけないが、

形式にこだわらず、新しい発想で「産」

と「学」のコーディネートに動いてもら

えたらと思う。

人材的には、マーケティングに精通し

たコーディネーターの確保や育成が、急

がれる課題と言えよう。県では「豊かさ

創造研究開発プロジェクト」を今年度新

しく創設し、支援機構にその事業を委託

した。県民の期待に応えられる、新産業

の創出を果してほしい。

今こそ総力を

結集して新産業を

大競争時代の中、日本経済が現在の難

局を乗り切っていくためには、日本の総

力を結集して新産業を生み出していくこ

とが必要である。そのためには、産学官

の枠を超えて、積極的に連携を推進し、

大学が持つ技術シーズを産業化していく

ことが急務である。大学の研究資源を有

機的に利用するためには大学側、企業側

がお互いに一歩ずつ歩み寄ることが必要

だ。

また、そうやってビジネスチャンスを

拡大していくときには積極的な行動が求

められる。しかし、すべて成功するとは

限らないわけで、チャレンジを後押しす

る一方で、失敗をフォローする環境整備

を進めなければならない。

地方行政は現場に近いという利点を十

分活用していただきたいし、国は、産学

官連携型の研究開発や大学から企業への

技術移転に関して、制度面を含め最大限

の支援をしようとしている。

新たな発想を引き出すためには、多様

な情報を得ることが必要であり、石川県

産業創出支援機構には、特に、出会いの

場の創出と人脈づくりに期待している。
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金大、県工試との共同研究で生まれた
農薬検知システム「バイオセンサー」

m essage

ｆｒｏｍ 産・学・官
example

事例研究

産学官のトライアングルが、

石川県内でいま少しずつ成果を見せ始めています。

明和工業株式会社（金沢市薬師堂町）をモデルに、

そのプロセスをご紹介します。

「バイオセンサー」は、酵素触媒反応を利用して農薬、
重金属などの水環境汚染物質をリアルタイムに監視す
るシステムである。石川県産業開拓産学共同開発補助
金を受け、明和工業と金沢大学、県工業試験場が共同
で開発した。
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21世紀へのチャレンジ
ベンチャースピリットに触れる

専門コンサルタントとして急成長

今や一般的な名称として産業界に定

着した感のあるISO。同社は、国際標

準化機構の認証であるISOの取得支援

やPL（製造物責任）法に対応した各種

説明書の作成、製品の安全性を示すCE

マーキングの取得支援をはじめ、専門

的なコンサルティング業務を得意とす

る企業である。

工作機械の輸出入からスタートした

同社は、平成7年、経営コンサルティン

グでも他社がほとんど手をつけない分

野に的を絞って事業転換を図った。新

保肇社長は、「アンテナさえしっかりし

ていれば、すき間産業は無限にある」

と話し、グローバルスタンダードが求

められる産業界の細かなニーズを的確

にキャッチすることで急成長してきた。

環境実務の専門家養成に力

依頼先は北陸三県を中心に全国にま

たがり、これまでにISO取得に導いた

企業は百社を超える。今も200社を超え

る企業のコンサルティングが進行中だ

という。

専門分野に特化することで徹底した

差別化を図る同社が現在、力を入れる

のが、環境をテーマにした教育事業で

ある。今年7月、英国立ウェールズ大学

との連携により、環境実務のスペシャ

リストを養成する通信制コースを国内

で初めて開設した。

日本語で分かりやすく学べるのが大

きな特徴で、修了者には同大の修士号

が授与される。今後は、同コースの入

学資格を取得するためのプレコースも

開講し、「殺到する受講希望者の期待に

こたえたい」（新保氏）としている。

DATA

■本　社 金沢市御影町1番3号
TEL 076（280）0510

■代表者 新保　肇
■設　立 平成7年3月1日
■資本金 4500万円
■社員数 30名
■年　商 4億2800万円

（平成11年2月）
■事業内容
ISO認証取得コンサルティング、ISO主任審査員
教育、PL対応説明書作成、CEマーキング取得支
援、ウェールズ大学通信制修士課程日本語プログ
ラム開講

（株）安全情報工学研究所

専門分野の複合が武器

ザ・スタジオは工業デザイナーの岩

井庸之介社長以下、一級建築士、ゲー

ムソフト・プログラマーの3人で構成さ

れるSOHO企業だ。いしかわクリエイ

トラボに事務所を構え、メーカーの製

品デザインやホームページ作成などを

業務としている。

同社の強みは専門分野の異なる3人が

集まったことで、付加価値の高い仕事

ができる点にある。例えばスタッフの

建築士が作成したパースに、岩井氏に

よるインテリアデザインを付け加えて、

トータルな家づくりを提案する。映画

やゲームなど総合芸術的な作品に挑戦

することも可能で、「その強力な武器を

どうやってアピールしていくかが今後

の課題」と岩井氏は話す。

企業とSOHOのネットワーク設立へ

岩井氏が独立した12年前と比べると、

SOHOという形態は社会的にも認知さ

れるようになった。同時に、価格で他

社と競う受動的な下請けではなく、専

門性と能力を厳しく問われる時代にな

ってきているという。

SOHOそれぞれの専門分野と、クラ

イアントである企業のニーズをマッチ

ングさせるために、同社では企業とデ

ザイナーを結ぶネットワークを設立中

だ。ホームページを利用してデザイナ

ー個々の得意分野や実績を公開し、企

業に対し発注内容に適したデザイナー

を紹介するシステムである。すでに全

国、海外からも10人のデザイナーが参

加の意向を寄せており、SOHO企業が

その能力を十分に発揮できる環境を整

え、業界全体の活性化も図りたい考え

だ。

DATA

■本　社 能美郡辰口町旭台2ー13
TEL 0761（51）7033

■代表者 岩井庸之介
■設　立 昭和63年7月
■資本金 1000万円
■社員数 3名
■年　商 3000万円
■事業内容
プロダクトデザイン開発、インターネットホーム
ページ・コンピューターグラフィックス制作、建
築パース・キャラクター・アニメ制作など

（株）ザ・スタジオ

（株）アクトリームラタ

三谷産業（株）

アウトソーシングに照準

今年9月、辰口町にオープンした三谷

サイエンスパーク研究所は、近年、急

増する企業のアウトソーシング（業務

の外部委託）に照準を合わせ、情報シ

ステム分野での受託を事業の柱に据え

る。情報システムは、技術革新のテン

ポが早く、企業にとって設備更新や人

材教育にコストと時間がかかることを

視野に入れての戦略である。

同時に、免震構造と強固なセキュリ

ティー機能を備えたデータ保管庫を研

究所内に設置し、企業経営の重要な資

源である顧客データなどのバックアッ

プ事業も行う。

阪神・淡路大

震 災 を 契 機

に、コンピュ

ーター社会に

おけるデータ管理の在り方が強く認識

され、「マーケットとしての魅力は十分」

（同社幹部）と、同部門での将来性を見

込む。

開発部門を強化

同研究所のもう一つの狙いは、開発

部門へ特化し、製造部門を外部に委託

するファブレス化である。北陸先端科

学技術大学院大学に近い“いしかわサ

イエンスパーク”に立地した理由も、

「産学共同研究には絶好の環境」（同社

幹部）との判断からだ。

同大と共同で取り組む社内イントラ

ネットシステムの構築をはじめ、早稲

田大との建設業界の情報化研究、自治

医科大・湘南工科大と協力した超音波

による乳ガン診断システムの開発が進

行中で、その成果にも大きな期待が集

DATA

■本　社 金沢市玉川町1－5
TEL 076（233）2151

■代表者 取締役会長　三谷進三
取締役社長　三谷　充

■設　立 昭和24年8月11日
■資本金 37億2000万円（名証2部上場）
■社員数 542名
■年　商 488億2800万円（平成11年3月）
■事業内容
情報システムコンサルティング、アプリケーショ
ン開発、ハードウェア販売、メンテナンスサービ
ス、化学品販売、空調設備設計・施工、住宅機器
販売

環境ビジネスのフィールド拡大

今年七月に発売を開始した「エコ・

プランター」は、ホルムアルデヒドな

ど人体に有害な化学物質を分解する空

気浄化機能を持った植木鉢である。植

木鉢の中には、室内の空気を循環させ

るファンと殺菌灯が組み込まれ、植物

とバクテリアの自然浄化能力も活用す

る画期的な商品として注目を集める。

焼却炉を手始めに、産業廃棄物処理

用大型炉や環境プラントの分野で成長

してきた同社の強みは高い技術力であ

り、エコ・プラン

ターは植物が持

つ空気浄化力研

究の権威である

ウォルバートン博

士（米）との共同

開発が実を結ん

だ。

技術研究センターが稼働

水越裕治社長が、「企業規模でなく差別

化できる技術、高い付加価値が生き残

りの条件」と述べるように、同社では

最新の実験施設を備えた技術研究セン

ターを完成させ、産学共同の技術開発

にも力を入れる。

同時に、従来の分野とは異なるエ

コ・プランターの開発については、「環

境ビジネスという点では同じであり、

経験を生かしながら常に可能性を切り

開く姿勢が大切」（水越氏）と説明する。

主力はあくまでも産業廃棄物処理用

中・大型炉などだが、現在は同博士と

植物の浄化能力を利用した家庭内排水

処理システムの共同開発に取り組んで

おり、環境という視点から多様なマー

ケット展開を狙う戦略である。

DATA

■本　社 松任市水澄町375番地
TEL 076（277）3380

■代表者 水越裕治
■設　立 昭和46年4月
■資本金 6750万円
■社員数 52人
■年　商 23億7800万円

（平成11年3月）
■事業内容
廃棄物焼却炉および環境関連プラント、装置の製
造、販売

産業構造の高度化、急速な技術革新が進む中にあって、
企業にとってはビジネスチャンス獲得のために
新たなチャレンジが求められている。
生き残りをかけ、独自の取り組みを見せる4社を紹介する。

▲植物の空気清浄力を
利用した「エコ・プランター」

ベンチャー

SOHO

新分野進出

新分野進出



各種助成金で雇用を

バックアップ

JR金沢駅から徒歩3分。雇

用・能力開発機構石川センタ

ーは、リファーレ12階の一角

にオフィスを構える。労働省

所管の特殊法人である同セン

ターは、10月1日、雇用促進

事業団の廃止に伴って発足。

厳しい雇用情勢に即応し、中

小企業の雇用創出や労働者の

職業能力開発に重点的に取り

組む。

同センターの中には、5つ

の相談ブースが設けられてお

り、総勢21人のスタッフが事

業主や企業が抱える雇用や経

営に関する問題にアドバイス

を行っている。武藤隆司所長

は、「認知度はまだまだ低い

が、人材確保以外にもさまざ

まな支援策を用意しているの

で、起業や異業種進出を目指

す皆さんに大いに利用してほ

しい」とアピールする。

支援策の柱となっているの

は各種の助成金である。例え

ば、「中小企業雇用創出人材確

保助成金」では、新分野進出

等のために雇い入れた労働者

6人までの賃金の2分の1の金

額を1年間にわたって助成す

る。今年1月に制度が始まっ

たこの助成金には、9月まで

に108件の申請があり、合計

600人の雇用につながった。

その他、従業員のスキルアッ

プや中高齢者の雇い入れに関

する助成金などもあり、雇用

の確保に力を添えている。

事業者向けセミナー、

職業訓練も充実

また、事業主が抱える経営

や雇用に関する悩みに答える

ため、無料で受講できる各種

セミナーも随時開催してい

る。その中の一つ、この10月

からスタートした「雇用創出

セミナー」は、衛星放送を利

用して東京と全国の会場を結

んで行うもので、講師には大

学教授や公認会計士、シンク

タンクの研究員などを招く。

起業の準備から創業にいたる

までの基礎知識や法的手続

き、人材確保をはじめとした

諸問題に関して、実例や映像

を交えながら情報提供をする

実践的なセミナーとなってい

る。

職業能力開発も同センター

の大きな役割である。在職者

を対象にした能力開発セミナ

ーや、求職者を対象にした職

業訓練など、多くのプログラ

ムを用意し、職業能力開発の

多様なニーズに応えている。

その中には、高齢化が進む

中、介護サービスのニーズを

見越してホームヘルパー2級

の資格取得を目指すものや、

金沢の伝統産業である和菓子

の製造技術を学ぶものなど、

石川センター独自のプログラ

ムにも力を入れている。

県内12機関が連携し

ベンチャー企業を支援

また、9月27日には、同セ

ンターが中心となって「石川

県ベンチャー企業支援ネット

ワーク」を発足させた。支援

ネットワークには、県商工労

働部、金沢商工会議所、県産

業創出支援機構、国民金融公

庫金沢支店など12機関が参

加。今後、各機関が実施して

いる支援制度について情報交

換し、連携を図っていく。

「石川に新たな産業を生み

出していくためには、ベンチ

ャー企業の育成や既存企業の

新分野進出が必要不可欠。

個々の問題解決に向けてきめ

細かにサポートしていきた

い」と話す武藤所長。産業構

造の転換が進むとともに、不

安定な雇用情勢が続く現在、

新たな事業展開を目指す企業

の心強い味方として、さらな

る浸透を図る。

中小企業労働力確保法に
かかる助成金等の例

中小企業高度人材確保助成金
■対象
認定中小企業者等
■内容
認定計画に従い、新分野展開等を担う人
材を受け入れ、併せて一般労働者の雇い
入れを行った場合、受け入れに要した費
用の一部を助成

中小企業雇用環境整備奨励金
■対象
認定中小企業者等
■内容
認定計画に従い、労働環境改善設備又は
福祉施設の設置、又は整備を行うととも
に労働者の雇い入れを行った場合、当該
設置・整備に要した費用の一部を助成

※その他各種助成金あります。
詳しくはお問い合わせ下さい。

■人材確保を支援するその他の機関

（財）産業雇用安定センター

企業間における人材の出向、移籍を
支援する。

金沢市尾山町３番10号（第一生命ビル４階）
TEL 076（261）6047

ハローワークタウンかたまち

30台のパソコンで求人情報を発信。
金沢パートバンク、金沢人材銀行、
石川学生職業相談室、金沢高齢期雇
用就業支援コーナーを併設する。

金沢市片町2丁目2番5号（ラブロ片町６階）
TEL 076（222）4510
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技術開発からマネジメントまで、石川県産業創出支援機構と力を合わせ、
あなたをサポートする機関や団体などを紹介します。
第二回は、雇用の創出や職業能力開発に関する
支援業務に取り組む雇用・能力開発機構石川センター。

人
材
確
保
や
能
力
開
発
な
ど
、

起
業
家
や
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
弱
点
を
支
援

衛星放送を利用した雇用創出セミナー

個々の問題に応じて、親身になってアドバイス

専門的な技術を学び再就職を目指す

雇用創出セミナーのご案内
■会場／雇用・能力開発機構石川センター

金沢市本町１丁目５番２号（リファーレ12F）
TEL 076（222）1771／FAX 076（222）5770

■時間／第1部s15：00～15：30 第2部s15：30～17：00

※受講料無料

11日（木） 1部 「技術・研究開発／支援制度を活用せよ」
佐野睦典（ジャフコ投資開発チーム）

2部 「ベンチャー企業をめぐる産学交流の動
向」 柳　孝一（早稲田大学教授）

18日（木） 1部 「人を雇うということ・人材確保の方法」
早坂仁一（日本マネージメントスクール講師・社会保険労務士）

2部 「ハローワークを活用した人材確保」
大久保博司（ハローワーク立川職業相談部長）

25日（木） 1部 「労働条件・就業規則」
早坂仁一（日本マネージメントスクール講師・社会保険労務士）

2部 「雇用創出助成金を活用した人材確保の事
例」 起業家・ベンチャー企業経営者

2日（木） 1部 「人の使い方」
山内一朗（日本マネージメントスクール常勤参与）

2部 「能力を発揮させるための人事マネジメン
ト」 井戸和男（天理大学教授）

9日（木） 1部 「人材育成」
山内一朗（日本マネージメントスクール常勤参与）

2部 「人材の高度化について」
雇用・能力開発機構職業能力開発企画部

16日（木） 1部 「やる気を出させる／ストックオプション」
北地達明（トーマツベンチャーサポート公認会計士）

2部 「ベンチャー企業の雇用管理実践ノウハ
ウ」 志賀敏宏（三菱総合研究所主任研究員）

21日（火） 1部 「資金調達・財務」
北地達明（トーマツベンチャーサポート公認会計士）

2部 「開業・経営のための支援制度情報」
中山幸夫（国民金融公庫新規開業支援室長）
西村　穣（雇用・能力開発機構雇用開発部次長）

6日（木） 1部 「異業種交流のすすめ」
東出浩教（早稲田大学講師）

2部 「知的財産を活用する新しいビジネスの視
点」 多喜義彦（システム・インテグレーシ
ョン（株）社長）

13日（木） 1部 「ベンチャー魂で新商品の開発を」
※ 竹内　宏（経済評論家）

2部 「市場開発型企業を目指して」
辻　俊次郎（（社）ニュービジネス協議会ニュービジネス研究所長）

10日（木） 1部 「学生は起業家を目指す」
※ 松田修一（早稲田大学教授）

2部 「デジタル時代、成長の鍵を握るのは若い力」
宮城治男（ETIC.学生アントレプレナー連絡会議代表）

17日（木） 1部 「撤退、そして新たな挑戦」
柳　孝一（早稲田大学教授）

2部 「ベンチャー企業が新時代を拓く」
柳　孝一（早稲田大学教授）

※は、第１部が15：00～15：45、第２部が15：45～17：00となります。

2月

12月

11月 (平成11年)

1月 (平成12年)

雇用・能力開発機構石川センター
金沢市本町1丁目5番2号（リファーレ12F）
TEL  076（222）1771／FAX  076（222）5770
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オンライン登録によって自ら

の情報を発信することがで

き、一方、SOHOを利用する

企業は発注情報を掲載するこ

とができる。

開設以来、SOHO登録者数

は60人に上る一方、企業の発

注情報は12件が寄せられ、実

際に受注に結びつくなど、

徐々にではあるが浸透し始め

ている。

SOHOは、ベンチャー企業

の卵とも言える存在であり、

その育成は、新産業創出に欠

かせないばかりか、企業のア

ウトソーシング化支援、眠っ

ている技能者の活用、雇用の

創出といった視点からも今後

可能性を秘めたビジネススタ

イルである。支援機構では、

SOHOの受発注のチャンス拡

大とSOHO間の相互交流を図

るために力を尽くす構えだ。

日本初のSOHO

ネットワークを設立

SOHOギルドは、3年前、全

国に散在するSOHOの相互扶

助的環境を提唱し、日本で初

めて設立したSOHO同士のネ

ットワークです。現在、会員

数は約300社あり、会員同士

がチームを組んで仕事した

り、お互いに外注し合うなど

しています。

SOHOが抱える問題の解決

にあたってキーワードとなる

のはネットワークの利用で

す。例えば、取引先を探すの

なら、これまで築いてきた人

脈を生かすことが大切でしょ

う。また、世界に広がるイン

ターネットを利用した情報発

信や自己PRも必要不可欠で

す。

自分に不足している技術が

必要になった時なども、イン

ターネットでメーリングリス

ト等に投げかければ、かなら

ず反応が返ってくるはずで

す。プレゼンテーションや販

路拡大、商品開発などのマネ

ージメントツールとしても大

いに活用すべきですね。

協会設立でSOHOの

底上げ図る

今年、9月3日、SOHOをネ

ットワークする30団体が集ま

って日本SOHO協会が設立さ

れました。

これは、統計的、法的な整

備がされず、行政の支援策を

受けにくかったSOHOの底上

げを図るため、会社四季報の

ようにSOHOのプロフィルが

分かるデータベースの作成や

所得保障保険や財務・税務相

談の実施、事務機器の共同購

入、SOHO関連法整備に関す

る働きかけなどを協会が中心

となって行い、ゆくゆくは、

農家にとっての農協のよう

な、SOHOの信用を保証する

SOHOの大きな家として活動

したいと考えています。

石川の情報拠点にも期待

石川県では、県産業創出支

援機構がホームページの開設

など、SOHO支援を展開して

います。今、SOHOにとって

必要なのは、信用の確立と情

報拠点です。SOHOにとって、

行政を媒介役として情報発

信、仕事の受発注をできるこ

とは大きなメリットとなるで

しょう。さまざまな情報交流

があれば、そこから新たな仕

事が発生していきますから、

今後、いしかわSOHOプラザ

が、いい意味でSOHOと企業

のたまり場となることを期待

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
と
人
脈
を

徹
底
的
に
使
う
こ
と
が

S
O
H
O
成
功
の
鍵

出版、マーケティングを手がけるSOHOとして活躍。一方
で、SOHOネットワークの構築、社会的信用の確立を目指
して活動する河西さんに、SOHOの現状や課題、取り組み
について聞いた。

河西保夫さん

株式会社クラブハウス代表取締役、
SOHOギルド代表、日本SOHO協会代表代行

1960年生まれ。岡山県出身。84年、学生援護会と共同
でクラブハウスを設立。若者を対象にした本やSOHO
関連の雑誌の出版、遊園地やイベント、ホームページ
のプランニングを手がける。一方、96年にはSOHOギル
ド（http://www.sohoguild.co.jp）を設立し、SOHOのネッ
トワーク化を推進する。

http://www.isico.or.jp/soho/

SOHO関連の最新情報を入手で
きるほか、ネット上にSOHO同
士の情報交換広場が設けられて
おり、実際に顔を合わせての交
流会の開催も行われている。去
る10月20日に石川ハイテク交流
センターで第1回目の交流会が開
かれ、いしかわSOHOプラザの
登録事業者約30人が参加した。

いしかわSOHOプラザ

オンライン登録による情報発信が可能！
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地方と大都市圏の

格差縮めたインターネット

小松市在住の村中雅彦さん

（34）が経営する（株）あり

がた屋は、同市内の住宅街に

ある。従業員は、代表取締役

である村中さん一人。自宅の

一室をオフィスに、パソコン

用CD-ROM、家庭用ゲームソ

フト、ホームページ等の企

画・制作を手がけている。

村中さんは、東京でゲーム

ソフト会社に勤務した後、21

歳で独立し、4年前、生まれ

育った小松へＵターンしてき

た。「インターネット等の通

信環境が整い、デジタルで作

成した成果物なら、どこにい

ても瞬時にやり取りできるよ

うになり、東京にいる必要性

がなくなった。それなら、生

活環境がよく、物価も安い古

里に住むのに越したことはな

い」と、村中さんはその理由

を話す。

ありがた屋のクライアント

は首都圏の企業が中心だ。営

業的には、これまで培ってき

た人脈を生かすことで、順調

に推移しており、気心の知れ

た仲間たちとの共同プロジェ

クトも多いという。

経営の効率化を進める

企業にとっても

魅力的な存在

村中さんのようなSOHOは、

ここ数年、全国で急増傾向に

ある。CG・イラスト制作や

デザイン、プログラミング、

翻訳、ライティングなど、そ

の業種は幅広く、ホームペー

ジ上にショップを開き、電子

メールで注文を受け付けるイ

ンターネット通販も注目され

ている。

SOHOが増加する背景とし

て、パソコンが安価で手に入

るようになったことがまず挙

げられる。別記のように長所

も多く、知識や技術があれば、

主婦や高齢者でも参入可能な

のがSOHOの特徴だ。

また、リストラや雇用不安

が広がる中、積極的に独立を

目指す人や、職を失った結果、

SOHOとしての再出発を余儀

なくされる人も増えている。

同時に、アウトソーシング

による経営の効率化が進む企

業にとっても、SOHOは魅力

的な存在と言える。地理的な

制約を受けず、専門的な知識

を持った優秀な人材を必要に

応じて活用できるからであ

り、SOHOビジネスのマーケ

ットはまだまだ広がるという

のが、有識者の一致した見方

である。

しかし、時代の波に乗って

いるとはいえ、すべてがバラ

色というわけではない。組織

に属さないだけに、会社の看

板がなく信用が低いといった

弱点を抱えているのも事実で

ある。

自宅をオフィスとして使っ

たり、精神的ストレスを受け

入れてくれる家族の存在と協

力も不可欠と言えそうだ。

いしかわSOHOプラザを開

設

そのような弱点を少しでも

フォローしようと、９月１日、

石川県産業創出支援機構で

は、ホームページ内に「いし

かわSOHOプラザ」(下)を開

設した。ここでは、SOHOは

What's
SOHO？
急速に拡大する新しいワークスタイル
“SOHO”の現状と可能性を探る

“ソーホー”って何？
パソコンやインターネットを利用し、個人または少人数が、
自宅や小規模オフィスで働く新しいワークスタイル、
それが“SOHO”（ソーホー／スモールオフィス・ホームオフィスの略称）です。
情報・通信インフラの発展を背景に今、急速に拡大し、注目を集めています。
県及び支援機構では、石川県情報システム工業会とともにSOHOへの支援を開始しました。

企業側のＳＯＨＯ活用のメリット
qアウトソーシングによる経営の効率化に役立つ
wＳＯＨＯ利用に際して地理的な制約を伴わない
e専門知識のある人材を必要に応じて使える

ＳＯＨＯ支援の目的
qベンチャー企業の卵の育成
w企業活動のアウトソーシング化の支援
e21世紀のリーディングインダストリーとしての情報通信産業
の振興

r新しいワークスタイルとしての雇用の創出と、技能を有する
主婦層の在宅ワークの支援

村中さんの唯一の
仕事道具といえるのが一台のパソコンだ

■いしかわSOHOプラザへのアクセスのメリット

SOHO側
●ホームページから県内は無論、全
国に向けて自己PR、宣伝ができ、
受注機会の拡大につながる。（自
己の得意分野や過去の実績を広く
アピールできる）
●企業が求めるSOHO情報を入手で
きる
●共同受注等を受ける際の仲間を見
つけたり、SOHO同士の情報交換
の場が得られる
●全国の主要なSOHOサイトとのネ
ットワーキング

SOHO利用者側
●県内の様々な技術を持ってい
るSOHOの情報が入手でき、
アウトソーシング先の選定に
便利
●広くSOHOに向けての求人広
告ができる
●利用者登録を行うことにより
SOHOとの交流に参加できる
●全国の主要なＳＯＨＯへのア
クセス



1999 AUTUMN  ISICO 1514 ISICO 1999 AUTUMN

ISICO
インフォメーショ
ン
テーブル

起業・新分野進出のほか、
経営や技術の高度化などに役立つ
情報を紹介するページです

I N F O R M A T I O N T A B L E

セミナー 

相　談 

金　融 

イベント 



ベンチャープラザ'99石川 11月30日（火）開催！

第12回いしかわサイエンスフォーラム
石川県地場産業振興センターで11月26日（金）開催

コンピュータ西暦2000年問題相談窓口のご案内
石川県産業創出支援機構では、西暦年データの誤認に起因するトラブル「コンピュータ

西暦2000年問題」に中小企業の皆様が適切に対処していただくための、相談窓口を開設し

ています。専門家を常駐させ、フリーダイヤルによる相談を行っているほか、必要に応じ

専門家を現地に派遣して企業の皆様をサポートします。ぜひご利用下さい。

◆フリーダイヤル相談窓口　0120-200-451
受付時間は月曜日から金曜日の午後1時～午後5時まで（年末年始は24時間受付）

T O P I C S

〒920-0223　石川県金沢市戸水町イ65番地 
石川県地場産業振興センター新館1階 

TEL. ０７６（２６７）１００１　FAX. ０７６（２６８）４９１１ 
URL http://www.isico.or.jp 
E-mail info@isico.or.jp

イ シ コ ・ ト ピ ッ ク ス

編 集 後 記
ISICO秋号では、巻頭特集として「産学官連携最前線」を取り上げ、支
援機構のさまざまな産学官連携支援事業や事例研究等について紹介さ
せていただきました。新技術、新産業の創出には、企業単独ではなか
なか解決の困難な課題が多く、いろんな分野で豊富な研究データや経
験、技術を持った大学、公設試験研究機関との連携が不可欠と思われ
ます。支援機構では、「産学官」のコーディネーター（仲介役）として、
今後ますますその使命の達成に全力を尽くしていく所存です。

［発行月］
'99年11月発行

［発行所］
財団法人　石川県産業創出支援機構

［編集協力］
ライターハウス
金沢市窪4丁目

「メール配信サービス」の
登録者数が300人を突破！

石川県産業創出支援機構をはじめ、各関係機関
のイベントやセミナー、講演会のお知らせ、国や
県からの施策情報などをメール配信する同機構の
サービス利用登録者が、このほど300人を突破し、
好評を博している。
メール配信サービスの対象は県内企業で、支援
機構のホームページにある申し込み欄に必要事項
を記入するだけで、簡単に利用することができる。
利用は無料。

■ぜひ、ご活用ください
いしかわビジネスアイ URL:http://www.isico.or.jp/

インターネットによる
仮想店舗のノウハウを学ぶ
バーチャルショップ道場が開講

石川県産業創出支援
機構ではこのほど、イ
ンターネットによる仮
想店舗市場への参入を
目指す企業のために
「バーチャルショップ道場」を開講した。
対象は中小小売業の経営者や情報担当者で、イ
ンターネットビジネスの基本やショップのデザイ
ン設計、ホームページ作成のノウハウ、アクセス
向上のための方策などを学んでいる。

環境分野のビジネスチャンス探る

「ISICO新分野進出研究会・環境ビジネスセ
ミナー」がこのほど、金沢市文化ホールで開
かれ、県内の中小企業関係者ら約60人が環境
分野の市場動向などについて理解を深めた。
席上、講演したエコビジネスネットワーク

の安藤眞代表は、環境ビジネス業界に追い風
が吹いている状況を紹介し、廃棄物のリサイ
クル、公害防止装置や環境コンサルティング
などを進出有望な分野であると指摘した。
セミナーは来年1月までに2回開かれ、新た

に環境分野に進出した企業の先行事例などが
紹介される。

「ベンチャープラザ'99石川」が11月30日、石川県地場産業振興セ
ンターで開催される。「これからの経済と優れたベンチャー企業
の条件」をテーマに、（株）三菱総合研究所相談役の牧野昇氏が
特別講演を行うほか、ベンチャー企業や起業家が投資家、ビジネ
スパートナーに向けて支援・協力を呼びかけるビジネスプラン発
表会が開かれる。
また、ISOや製品開発、特許、株式上場などの相談に専門家が
答えるアドバイスコーナーや金融機関、ビジネスプランの作成講
座など、各種イベントが予定されている。

福祉・医療機器、機械・電子・情報、環境・リサイクル、食品・
バイオの各分野における最先端技術について、つくば研究
学園都市の研究者と本県の大学、公設試験研究機関、企
業等の関係者が研究発表・意見交換する。
放送大学教養学部の森谷正規教授による基調講演もあ

■お問い合わせは
石川県産業創出支援機構　TEL  076（267）1244まで。
※参加は無料、事前に申し込みが必要。申し込み締め切り：11月26日

■お問い合わせは
石川県産業創出支援機構　TEL  076（267）1001まで。

西暦2000年
あなたの会社のコンピュータ
は

INFORMATION

この登録フォームに
e-mailアドレス、企業
名、所在地、業種・
業務内容等をご記入
いただき、登録ボタ
ンを押すだけです。

年末年始に
緊急コールセンターを開設
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